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ェブサイトに掲載することにより、ご提供しているものであり
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法令及び定款に基づくインターネット開示事項

株式の状況及び新株予約権等の状況
連結株主資本等変動計算書
連結注記表
株主資本等変動計算書
個別注記表

第３６期（２０２１年４月１日～２０２２年３月３１日）

ワタミ株式会社



①　発行可能株式総数 普通株式 100,000,000株
第１種優先株式 50,000,000株
A種優先株式 120株

②　発行済株式の総数 普通株式 42,684,880株
（自己株式2,102,026株）

第１種優先株式 －株
A種優先株式 120株

③　株主数 普通株式 59,161名
（前期比2,852名減）

第１種優先株式 －名
A種優先株式 １名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

有 限 会 社 ア レ ー テ ー 11,460千株 28.23％

サ ン ト リ ー 酒 類 株 式 会 社 4,141千株 10.20％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（ 信 託 口 ） 2,582千株 6.36％

ア サ ヒ ビ ー ル 株 式 会 社 2,155千株 5.31％

株 式 会 社 横 浜 銀 行 645千株 1.59％

ワ タ ミ 従 業 員 持 株 会 590千株 1.45％
株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行
（ 信 託 口 ） 522千株 1.28％

損 害 保 険 ジ ャ パ ン 株 式 会 社 440千株 1.08％

極 洋 商 事 株 式 会 社 400千株 0.98％

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 384千株 0.94％

株式の状況及び新株予約権等の状況
⑴　株式の状況（2022年３月31日現在）

（注） 当社の発行可能種類株式総数は、それぞれ普通株式100,000,000株、第１種
優先株式50,000,000株、A種優先株式120株であり、合計では150,000,120
株となりますが、発行可能株式総数は、100,000,000株とする旨を定款に規
定しております。

④　大株主（上位10名）

（注）　持株比率は自己株式(2,102,026株）を控除して計算しております。
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株式の数及び種類 交付された者の人数

　取締役（社外取締役を除く） 14,000株(普通株式) 2名

発行決議日 2016年７月11日

新株予約権の数 510個
新株予約権の目的となる株式の
種類と数

普通株式　　　　　51,000株
(新株予約権１個につき 100株)

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込み
は要しない

新株予約権の行使に際して出資
される財産の価額 １株当たり　1,078円

権利行使期間 2019年４月１日から
2024年３月31日まで

行使の条件

権利行使時においても、当社又
は当社関係会社の取締役、監査
役、執行役員又は従業員である
ことを要する。
ただし、任期満了による退任、
定年退職、その他正当な理由の
ある場合を除く。

役員の
保有状況

取締役
（監査等委員を除く）

新株予約権の数 200個
目的となる株式数 20,000株
保有者数 1人　

取締役
（監査等委員） ‐

⑵　その他株式に関する重要事項
　2021年６月27日開催の第35期定時株主総会決議により、ＤＢＪ飲食・宿泊
支援ファンド投資事業有限責任組合に対して、第三者割当によりＡ種優先株式
を発行しております。

⑶　当事業年度中に当社役員に対して職務執行の対価として交付された株式の
状況

（注） 当社の株式報酬の内容につきましては、事業報告21ページ
　　　「イ.当事業年度に係る報酬等の総額等」に記載しております。

⑷　新株予約権等の状況
①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況
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②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

⑸　その他新株予約権等の重要事項
該当事項はありません。
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( 2021年 4 月 1 日から )2022年 3 月31日まで
（単位：百万円）

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

2 0 2 1 年 ４ 月 1 日 　 残 高 4,910 5,502 △3,435 △3,436 3,540
会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額 15 15
会 計 方 針 の 変 更 を
反 映 し た 当 期 首 残 高 4,910 5,502 △3,419 △3,436 3,556

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 6,000 6,000 12,000

減 資 △6,000 6,000 -
親会社株主に帰属する当期
純 損 失 △1,844 △1,844

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 △60 147 86
株主資本以外の項目の連結会計年
度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 - 11,939 △1,844 147 10,242

2 0 2 2 年 ３ 月 3 1 日 　 残 高 4,910 17,441 △5,264 △3,289 13,798

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証

券評価差額金
為替換算
調整勘定

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

2 0 2 1 年 ４ 月 1 日 　 残 高 9 △372 △362 58 159 3,396
会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額 15
会 計 方 針 の 変 更 を
反 映 し た 当 期 首 残 高 9 △372 △362 58 159 3,412

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 12,000

減 資 -
親会社株主に帰属する当期
純 損 失 △1,844

自 己 株 式 の 取 得 △0

自 己 株 式 の 処 分 86
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会 計 年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 ) 2 1,010 1,013 △32 △1 979

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 2 1,010 1,013 △32 △1 11,221

2 0 2 2 年 ３ 月 3 1 日 　 残 高 11 638 650 26 158 14,633

連結株主資本等変動計算書

－ 4 －



連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
⑴　連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　　　　　　20社
・連結子会社の名称

WATAMI USA GUAM
和民國際有限公司、　和民（中國）有限公司
台灣和民餐飲股份有限公司、　Watami Food Service Singapore Pte. Ltd.
Delis Watami Cambodia Co., Ltd.
Watami China Food & Beverage Co., Ltd.
和民餐飲（深圳）有限公司、和民餐飲管理(上海)有限公司
有限会社ワタミファーム、　有限会社当麻グリーンライフ
ワタミエナジー株式会社、　ワタミエコパワー株式会社
一般社団法人このうら市民風力発電、　ワタミカミチク株式会社

　　　　インナーオリジンジャパン株式会社、ワタミファーム陸前高田株式会社
　　　　ワタミオーガニックランド株式会社、Ｗ&Ｉ DREAM MODEL 株式会社
　　　　ワタミエージェント株式会社

②　非連結子会社の状況
・非連結子会社の名称　一般社団法人ソーシャルビジネスドリームパートナーズ
・連結の範囲から除いた理由

　一般社団法人ソーシャルビジネスドリームパートナーズについては、連結上の総資
産、売上高、当期純利益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、連結計算書類に
重要な影響を与えないため、連結の範囲に含めておりません。

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した関連会社の状況
・持分法を適用した関連会社の数　４社
・持分法適用会社の名称
　　GNS WATAMI FOOD AND BEVERAGE SERVICE CO., LTD.
　　株式会社ウイネット向浜、株式会社ウイネット西目
　　GLOBAL DREAM STREET
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②　持分法を適用していない会社の状況
・会社等の名称
　　非連結子会社　一般社団法人ソーシャルビジネスドリームパートナーズ
・持分法を適用しない理由

　連結上の当期純利益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、連結計算書類に重
要な影響を与えないため、持分法を適用しておりません。

⑶　連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する注記
①　連結の範囲の変更

　該当事項はありません。

②　持分法の適用範囲の変更
　当連結会計年度において、みの市民エネルギー株式会社は株式譲渡したため、持分法
適用の範囲から除外しております。

⑷　連結子会社及び持分法適用会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、和民國際有限公司、和民（中國）有限公司、台灣和民餐飲股份有限
公司、Watami Food Service Singapore Pte.Ltd.、Delis Watami Cambodia Co., 
Ltd.、Watami China Food & Beverage Co., Ltd.、和民餐飲（深圳）有限公司及び和民
餐飲管理(上海)有限公司の決算日は12月31日、WATAMI USA GUAMの決算日は２月
28日であり、連結決算日との差は３ヶ月以内であるため、当該連結子会社の事業年度に係
る財務諸表を基礎として連結を行っております。ただし、連結決算日との間に生じた重要
な取引については、連結上必要な調整を行っております。その他の連結子会社の事業年度
の末日は、連結会計年度と一致しております。
　持分法適用会社であるGNS WATAMI FOOD AND BEVERAGE SERVICE CO., 
LTD.及びGLOBAL DREAM STREETの決算日は12月31日であり、連結決算日との差は
３ヶ月以内であるため、当該持分法適用会社の事業年度に係る財務諸表を基礎として持分
法を適用しております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、持分
法適用上必要な調整を行っております。また、持分法適用会社である株式会社ウイネット
向浜及び株式会社ウイネット西目の決算日は10月31日、連結決算日を基準として仮決算
を行っております。
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イ．有形固定資産
　　（リース資産を除く）

主として定率法によっております。ただし、1998年
４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
は定額法によっております。なお、主な耐用年数は以
下のとおりであります。
　建物及び構築物　８年から38年
　機械装置及び運搬具　４年から17年

ロ．無形固定資産
　　（リース資産を除く）

定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下
のとおりであります。

⑸　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）を採用しておりま
す。

・市場価格のない株式等 主として移動平均法による原価法を採用しております。
ロ．デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ 時価法
ハ．棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品、製品、原材料、仕掛品 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額につ
いては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により
算定）
ただし、仕掛品のうち肥育牛は個別法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

　自社利用のソフトウエア　５年
ハ．長期前払費用 均等償却を行っております。なお、主な償却期間は３

年から５年であります。
ニ．リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の
方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース
資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法を採用しております。
なお、リース取引開始日が2008年３月31日以前のリ
ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によっております。
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③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、翌連結会計年度支給
見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上し
ております。

ハ．販売促進引当金 販売促進のための外食店舗に係る各種割引券及び株主
優待券の利用による売上値引きに備えるため、利用実
績に基づき翌連結会計年度以降利用見込額を計上して
おります。

④　収益及び費用の計上基準
　当社グループの主要な事業は居酒屋、焼肉等の飲食店を営む外食事業、並びに調理済
み商品等を製造し宅配する宅食事業であります。
　外食事業におきましては顧客に料理を提供した時点で、顧客が支配を獲得し履行義務
が充足されることから、当時点で収益を認識しております。また宅食事業におきまして
は、調理済み商品等を顧客へ引き渡すことで顧客が支配を獲得し履行義務が充足される
ため、これをもって収益認識時点としております。
　なお、これらの収益は顧客との契約において約束された対価から、値引き等を控除し
た金額で測定しております。

⑤　その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債並びに収益及び費用
は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替
換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。

ロ．重要なヘッジ会計の処理
・ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計を適用する金利スワップについては、特例

処理の要件を満たしているため、特例処理によってお
ります。

・ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段 金利スワップ
ヘッジ対象 借入金

・ヘッジ方針 デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度額等
を定めた内部規程に基づき、ヘッジ対象に係る金利変
動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。

・ヘッジ有効性評価の方法 金利スワップについては、特例処理によっているた
め、有効性の評価を省略しております。
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２．会計方針の変更に関する注記
　⑴　収益認識に関する会計基準等の適用

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識
会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配
が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認
識することといたしました。これによる主なものとして、当社の連結子会社であるワタミエナ
ジー株式会社において、従来は顧客に対して検針日基準による収益の計上処理（毎月の検針日
に確認した使用量に基づき収益を計上する処理）を行い、決算月に実施した検針日から決算日
までに生じた収益は翌月の検針日に計上しておりましたが、決算月に実施した検針日から決算
日までに生じた収益は「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30
号　2021年３月26日）第103-２項に基づいて見積り計上する方法に変更しております。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的
な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の
累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計
方針を適用しております。
　また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「売掛金」
は、当連結会計年度より「売掛金及び契約資産」に含めて表示することといたしました。
　この結果、連結計算書類に与える影響は軽微であります。

　⑵　時価の算定に関する会計基準等の適用
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算
定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び
「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める
経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適
用することといたしました。なお、連結計算書類に与える影響はありません。
　また、「７．金融商品に関する注記」において、金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等
に関する事項等の注記を行うことといたしました。

３．表示方法の変更に関する注記
　該当事項はありません。

４．会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
有形固定資産　7,371百万円
無形固定資産　1,427百万円
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　⑴　担保に供している資産 売掛金及び契約資産
機械装置及び運搬具

5百万円
91百万円

計 96百万円
　　上記に対応する債務 短期借入金 12百万円

長期借入金 36百万円
計 48百万円

　⑵　有形固定資産の減価償却累計額 19,382百万円
投資固定資産の減価償却累計額 12百万円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、外食店舗、転貸物件、
宅食営業所及び農場施設等の資産を各事業の管理区分単位ごとに保有しております。
　当連結会計年度において、固定資産の減損の兆候を識別した資産グループについて見積り
をした割引前将来キャッシュ・フローの総額が当該資産グループの帳簿価額を下回る場合に
は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。
　各資産グループの将来キャッシュ・フローの見積りの基礎となる当社グループの事業計画
等には、各事業の収益及び営業利益の予測について重要な仮定が含まれております。
　なお、新型コロナウイルス感染症の影響について、今後の収束時期等を正確に予測するこ
とは困難ではあるものの、ワクチン接種が着実に進められている状況において、当社グルー
プは翌連結会計年度の下期以降緩やかに回復基調に向かうと仮定し、事業計画に当該影響を
織り込み、減損の兆候を識別し、減損の認識の判定及び測定における将来キャッシュ・フロ
ーの見積りを行っております。
　これらの見積りに含まれている仮定に見直しが必要となるような経済環境等の重要な変更
が生じた場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において追加の減損損失が発生する可能
性があります。

５．連結貸借対照表に関する注記
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　⑶　財務制限条項
当連結会計年度の借入金のうち、以下の契約には財務制限条項が付されております。いずれ

かの条項に抵触した場合、本契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があり
ます。

①　シンジケーション方式タームローン契約
イ 各連結会計年度の末日（ただし2021年３月期は含まない）において、連結貸借対照表

における純資産の部の金額を2021年３月期末の金額以上に維持すること
ロ 連結損益計算書上の経常損益につき２期連続して損失を計上しないこと（ただし2021

年３月期は含まない）
　上記の財務制限条項の対象となる借入金残高は、次のとおりであります。

短期借入金に含まれる１年内返済予定の長期借入金　　1,500百万円
長期借入金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,250百万円

　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6,750百万円

②　金銭消費貸借契約
イ 連結貸借対照表における純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期末日の金額

または2021年３月期末の金額のいずれか大きい方の75％以上に維持すること
ロ 連結損益計算書上の経常損益につき２期（ただし、中間期は含まない。）連続して損

失を計上しないこと
　上記の財務制限条項の対象となる借入金残高は、次のとおりであります。

短期借入金に含まれる１年内返済予定の長期借入金　　　  43百万円
長期借入金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　235百万円

　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　278百万円

③　金銭消費貸借契約
イ 各連結会計年度の末日（ただし2022年３月期及び2023年３月期は含まない）におい

て、連結貸借対照表における純資産の部の金額を2022年３月期末の金額の80％以上
に維持すること。なお、当該純資産の部の金額には資本性劣後ローンを含むものとす
る。

ロ 連結損益計算書上の経常損益につき２期連続して損失を計上しないこと（ただし2022
年３月期は含まない）

　上記の財務制限条項の対象となる借入金残高は、次のとおりであります。
短期借入金に含まれる１年内返済予定の長期借入金　　　240百万円
長期借入金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　960百万円

　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,200百万円
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用途 種類 場所 金額（百万円）

国内外食店舗
（計169店舗）

建物及び構築物、
リース資産等 東京都新宿区他 2,848

宅食営業所
（計８営業所）

建物及び構築物、
リース資産等 東京都新宿区他 6

海外外食店舗
（計６店舗）

建物及び構築物、
リース資産等 香港他 69

６．連結損益計算書に関する注記
⑴　固定資産の減損
　当社グループは、当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上し
ております。

　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、外食店舗、転貸物件、宅
食営業所及び農場施設を基本単位とした資産のグルーピングを行っております。本社につきま
しては、全社資産としてグルーピングしております。なお、遊休資産については、個別資産を
グルーピングの単位としております。
　当連結会計年度において、固定資産の減損の兆候を識別した資産グループについてその帳簿
価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。
なお、回収可能価額は主として使用価値により算定しております。

⑵　店舗臨時休業による損失
　新型コロナウイルス感染症に対する政府、自治体からの各種要請等を踏まえ、店舗の臨時休
業を行いました。当該店舗の臨時休業期間中に発生した固定費（地代家賃・リース料・減価償
却費等）を店舗臨時休業による損失として、特別損失に計上しております。
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普通株式 42,684,880株
Ａ種優先株式 120株

決議 株式の
種類

配当の
原資

配当金
の総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2022年６月26日
定時株主総会

Ａ種
優先
株式

資本
剰余金 364 3,035,616.4 2022年

３月31日
2022年

６月27日

普通株式 139,000株

７．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数に関する事項

⑵　配当に関する事項
①　配当金支払額等

　　該当事項はありません。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になるもの

⑶　当連結会計年度末日における新株予約権（権利行使期間が到来しているもの）の株式の数
に関する事項
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連結貸借対照表
計上額 時価 差額

⑴　投資有価証券 37 37 －
⑵　差入保証金 4,826
　　　貸倒引当金 △2

4,824 4,821 △3
　資産計 4,862 4,859 △3

８．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループの資金運用は、短期的な預金等に限定し、資金調達は、銀行借入による
ことを基本方針としております。デリバティブ取引は、借入金の金利変動リスク及び為
替変動リスクを回避する目的で利用し、投機目的では利用しておりません。
②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　売掛債権の顧客の信用リスクは、取引開始時に信用判定を行うとともに、適宜信用状
況を把握しております。なお、ほとんどの債権は、一ヶ月以内の入金期日であります。
　投資有価証券である株式は市場価格の変動リスク及び発行体の信用リスクに晒されて
おります。当該株式については四半期毎に時価や発行体の財務状況を把握しておりま
す。
　外食店舗並びに宅食営業所等における賃貸借取引に伴う差入保証金については、取引
開始時に信用判定を行うとともに、契約更新時その他適宜契約先の信用状況の把握に努
めております。
　営業債務である買掛金は原則として翌月末日払いであります。借入金、社債及びファ
イナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的と
したものであります。
　デリバティブ取引の執行・管理については、稟議申請をもって行い、実需の範囲で実
行しております。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。
　なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません（（注）参照）。
　また、現金は注記を省略しており、預金、売掛金、支払手形及び買掛金、未払金並び
に未払法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を
省略しております。

（単位：百万円）
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連結貸借対照表
計上額 時価 差額

⑴　短期借入金 5,592 5,342 △249
⑵　長期借入金 17,010 16,466 △544
⑶　リース債務 2,168 2,202 34
⑷　社債（一年内償還予定を

含む） 250 246 △3

負債計 25,021 24,258 △762
デリバティブ取引 △35 △35 －

区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

関 係 会 社 株 式
非 上 場 株 式 70

そ の 他 有 価 証 券
非 上 場 株 式 50

（単位：百万円）

（注）市場価格のない株式等
（単位：百万円）

　これらについては、「資産　⑴　投資有価証券」には含めておりません。

⑶　金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、
以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場におい
て形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相
場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプ
ット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの
インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレ
ベルに時価を分類しております。
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区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券

その他有価証券
株式 37 － － 37

資産計 37 － － 37
デリバティブ取引

金利関連 － 35 － 35
負債計 － 35 － 35

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
差入保証金 － 4,821 － 4,821

資産計 － 4,821 － 4,821
短期借入金 － 5,342 － 5,342
長期借入金 － 16,466 － 16,466
リース債務 － 2,202 － 2,202
社債（一年内償還予定を含
む） － 246 － 246

負債計 － 24,258 － 24,258

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引さ
れているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

デリバティブ取引
　金利スワップの時価は、取引先金融機関等より提示された価格に基づき算定して
おり、レベル２の時価に分類しております。

差入保証金
　差入保証金の時価は、合理的に見積った支払予定時期ごとに分類し、元利金の合
計額と決算日現在の国債利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２
の時価に分類しております。

短期借入金
　短期借入金の時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシ
ュ・フローと、返済期日までの期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在
価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

－ 16 －



⑴　１株当たり純資産額 51円37銭
⑵　１株当たり当期純損失 △45円49銭

報告セグメント
その他
（注） 合計国内

外食 宅食 海外
外食 環境 農業 計

売上高

日本 14,949 40,646 - 2,488 738 58,823 70 58,894

東南アジア - - 5,298 - - 5,298 - 5,298

米国 169 - - - - 169 - 169
顧客との契約から
生じる収益 15,119 40,646 5,298 2,488 738 64,292 70 64,362

その他の収益 - - - - - - - -

外部顧客への売上高 15,119 40,646 5,298 2,488 738 64,292 70 64,362

長期借入金及びリース債務
　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味
した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類して
おります。

社債（１年内償還予定を含む）
　当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額と、当該社債の残存期間及び信用
リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価
に分類しております。

９．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

11．収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、農業テーマ
パーク事業及び労働者派遣事業等を含んでおります。

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項　⑸会計方針に関する事項　
④収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 2,541百万円
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 4,019
契約資産（期首残高） 33
契約資産（期末残高） 47
契約負債（期首残高） 389
契約負債（期末残高） 393

当連結会計年度
１年以内 76百万円
１年超２年以内 59
２年超３年以内 37
３年超４年以内 22
４年超５年以内 5
５年超 0
合計 201

⑶　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①　契約資産及び契約負債の残高等

　契約資産は顧客との電力需給契約について期末日時点で電力供給が完了しております
が、未請求の電力供給に係る対価に対する連結子会社の権利に関するものであります。
契約資産は、対価に対する連結子会社の権利が無条件になった時点で顧客との契約から
生じた債権に振り替えられます。当該電力需給契約に関する対価は、顧客との契約内容
に従い、毎月請求し、一か月以内に受領しております。
　契約負債は主に商品を引き渡した時点に収益を認識する顧客との商品売買契約につい
て、週単位での注文に基づき顧客から受け取った一週間分の前受金に関するもの、並び
にフランチャイズ契約締結時にオーナーから前受けする加盟金等に係る繰延収益であり
ます。契約負債は収益の認識に伴い取り崩されます。
　当連結会計年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたも
のは246百万円であります。

②　残存履行義務に配分した取引価格
　当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上
の便法を適用し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含
めておりません。
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( 2021年 4 月 1 日から )2022年 3 月31日まで
（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 その他資本

剰余金
資本剰余金
合　　計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　計別 途

積立金
繰越利益
剰余金

2 0 2 1 年 ４ 月 １ 日  残 高 4,910 5,502 - 5,502 107 9,600 △10,392 △685 △3,436 6,290

事業年度中の変動額

新 株 の 発 行 6,000 6,000 6,000 12,000

減 資 △6,000 △6,000 12,000 6,000 -

当 期 純 損 失 △2,602 △2,602 △2,602

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 △60 △60 147 86
株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 当 期 変 動 額 （ 純 額 ） -

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 - - 11,939 11,939 - - △2,602 △2,602 147 9,483

2 0 2 2 年 ３ 月 3 1 日  残 高 4,910 5,502 11,939 17,441 107 9,600 △12,995 △3,288 △3,289 15,774

評 価 ・ 換 算 差 額 等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

2 0 2 1 年 ４ 月 １ 日  残 高 9 9 58 6,359

事業年度中の変動額

新 株 の 発 行 12,000

減 資 -

当 期 純 損 失 △2,602

自 己 株 式 の 取 得 △0

自 己 株 式 の 処 分 86
株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 2 2 △32 △30

事業年度中の変動額合計 2 2 △32 9,453

2 0 2 2 年 ３ 月 3 1 日  残 高 11 11 26 15,812

株主資本等変動計算書
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①　有形固定資産
（リース資産を除く）

主として定率法によっております。ただし、1998年
４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
は定額法によっております。なお、主な耐用年数は次
のとおりであります。

②　無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法によっております。なお、主な耐用年数は次の
とおりであります。

個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
関係会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法による）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
②　デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ 時価法
③　棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品、製品、原材料、仕掛品 主として総平均法による原価法（貸借対照
表価額については収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定）

⑵　固定資産の減価償却の方法

建物 ８年～38年
構築物 10年～30年
機械及び装置 ７年～17年
器具及び備品 ５年～18年

　自社利用のソフトウエア　　５年
③　長期前払費用 均等償却を行っております。なお、主な償却期間は３

年～５年であります。
④　リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の
方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース
資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法を採用しております。
なお、リース取引開始日が2008年３月31日以前のリ
ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によっております。
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⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、翌事業年度支給見込
額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しておりま
す。

③　販売促進引当金 販売促進のための外食店舗に係る各種割引券及び株主
優待券の利用による売上値引きに備えるため、利用実
績に基づき翌事業年度以降利用見込額を計上しており
ます。

⑷　収益及び費用の計上基準
　当社グループの主要な事業は居酒屋、焼肉等の飲食店を営む外食事業、並びに調理済み商
品等を製造し宅配する宅食事業であります。
　外食事業におきましては顧客に料理を提供した時点で、顧客が支配を獲得し履行義務が充
足されることから、当時点で収益を認識しております。また宅食事業におきましては、調理
済み商品等を顧客へ引き渡すことで顧客が支配を獲得し履行義務が充足されるため、これを
もって収益認識時点としております。
　なお、これらの収益は顧客との契約において約束された対価から、値引き等を控除した金
額で測定しております。

⑸　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　　外貨建金銭債権債務は、事業年度の末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。
②　ヘッジ会計の処理

・ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計を適用する金利スワップについては、特例
処理の要件を満たしているため、特例処理によってお
ります。

・ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段 金利スワップ
ヘッジ対象 借入金

・ヘッジ方針 デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度額等
を定めた内部規程に基づき、ヘッジ対象に係る金利変
動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。

・ヘッジ有効性評価の方法 金利スワップについては、特例処理によっているた
め、有効性の評価を省略しております。
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⑴　有形固定資産の減価償却累計額
　　投資固定資産の減価償却累計額

16,288百万円
12百万円

⑵　関係会社に対する短期金銭債権 453百万円
長期金銭債権 4,801百万円
短期金銭債務 1,171百万円

２．会計方針の変更に関する注記
⑴　収益認識に関する会計基準等の適用
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識
会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧
客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識す
ることといたしました。なお、計算書類に与える影響はありません。

⑵　時価の算定に関する会計基準等の適用
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算
定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金
融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過
的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用す
ることといたしました。なお、計算書類に与える影響はありません。

３．表示方法の変更に関する注記
　該当事項はありません。

４．会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損

①　当事業年度の計算書類に計上した金額
有形固定資産　5,692百万円
無形固定資産　1,353百万円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　連結計算書類「連結注記表(会計上の見積りに関する注記)」に記載した内容と同一であ
ります。

５．貸借対照表に関する注記
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⑶　財務制限条項
当事業年度の借入金のうち、以下の契約には財務制限条項が付されております。いずれか

の条項に抵触した場合、本契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する可能性があり
ます。

①　シンジケーション方式タームローン契約
イ 各事業年度の末日（ただし2021年３月期は含まない）において、連結貸借対照表に

おける純資産の部の金額を2021年３月期末の金額以上に維持すること
ロ 連結損益計算書上の経常損益につき２期連続して損失を計上しないこと（ただし

2021年３月期は含まない）
上記の財務制限条項の対象となる借入金残高は、次のとおりであります。
１年内返済予定の長期借入金　　　　　　　　　　　　 1,500百万円
長期借入金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 5,250百万円

計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 6,750百万円

②　金銭消費貸借契約
イ 連結貸借対照表における純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期末日の金

額または2021年３月期末の金額のいずれか大きい方の75％以上に維持すること
ロ 連結損益計算書上の経常損益につき２期（ただし、中間期は含まない。）連続して

損失を計上しないこと
上記の財務制限条項の対象となる借入金残高は、次のとおりであります。
短期借入金に含まれる１年内返済予定の長期借入金　　　  43百万円
長期借入金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　235百万円

計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　278百万円

③　金銭消費貸借契約
イ 各事業年度の末日（ただし2022年３月期及び2023年３月期は含まない）におい

て、連結貸借対照表における純資産の部の金額を2022年３月期末の金額の80％以
上に維持すること。なお、当該純資産の部の金額には資本性劣後ローンを含むもの
とする。

ロ 連結損益計算書上の経常損益につき２期連続して損失を計上しないこと（ただし
2022年３月期は含まない）

上記の財務制限条項の対象となる借入金残高は、次のとおりであります。
１年内返済予定の長期借入金　　　　　　　　　　　　　 240百万円
長期借入金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 960百万円

計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,200百万円
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売上高 3百万円
売上原価 267百万円
販売費及び一般管理費 443百万円
営業取引以外の取引高 23百万円

６．損益計算書に関する注記
⑴　関係会社との取引高

⑵　貸倒引当金繰入額
　特別損失として計上されている貸倒引当金繰入額は当社子会社であるワタミエナジー株式
会社への長期貸付金に対して貸倒引当金を計上したものであります。

⑶　店舗臨時休業に関する損失
　新型コロナウィルス感染症に対する政府、自治体からの各種要請等を踏まえ、店舗の臨時
休業を行いました。当該店舗の臨時休業期間中に発生した固定費（地代家賃・リース料・減
価償却費等）を店舗臨時休業による損失として、特別損失に計上しております。

７．株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の種類及び数に関する事項
　普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,102,026株
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繰延税金資産
　未払事業税及び事業所税否認 79百万円
　販売促進引当金 10百万円
　前受収益 191百万円
　未払賞与否認 102百万円
　未払費用否認 84百万円
　貸倒引当金繰入超過額 667百万円
　減価償却超過額及び減損損失否認 1,710百万円
　ゴルフ会員権評価損否認 6百万円
　関係会社株式評価損否認 312百万円
　税務上の繰越欠損金 5,457百万円
　繰延資産償却超過額 15百万円
　資産除去債務 669百万円
　その他 213百万円

繰延税金資産小計 9,521百万円
　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △5,457百万円
　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △4,063百万円

評価性引当額小計 △9,521百万円
繰延税金資産合計 -
繰延税金負債

　資産除去債務 △56百万円
　その他有価証券評価差額金 △5百万円
　その他 △23百万円

繰延税金負債合計 △85百万円
繰延税金負債の純額 △85百万円

８．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

９．リースにより使用する固定資産に関する注記
貸借対照表に計上した固定資産のほか、店舗用設備及び不動産の一部については、所有権

移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。
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種 類 会社等の名称
資 本 金
又 は
出 資 金
(百万円)

事 業 の 内 容
又 は 職 業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容
取引の内容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役 員 が 理
事 を 務 め
る 公 益 財
団 法 人

公益財団
法人
School Aid 
Japan

- 学校建設
支援事業 - - -

出向者給与
の立替
(注)１

10 立替金 0

役 員 が 議
決 権 の 可
半 数 を 実
質 的 に 所
有 し て い
る 会 社

㈱
アレーテー 1 損害保険代理業 - -

当社損害
保険につ
いての取
引

損害保険代理
店との取引
(注）２

289 - -

種 類 会社等の名称
資 本 金
又 は
出 資 金
(百万円)

事 業 の 内 容
又 は 職 業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容
取引の内容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子 会 社 ワ タ ミ
エナジー㈱ 194

再生可能エネル
ギーの管理、販
売

所有
直接

100
兼任

3名
経営管理
資金の貸付

CMSの運用
(注)１、２ 1,215

長期貸
付 金
(注)３

1,564

子 会 社 ㈲ ワ タ ミ
フ ァ ー ム 3

農産物の生産・
販売及び農産加
工品の製造・販
売

所有
直接

38.3
-

経営管理
資金の貸付

CMSの運用
(注)１，２ 1,493

長期貸
付 金
(注)４

1,485

子 会 社 和 民 國 際
有 限 公 司 13,364 海外現地法人の

経営管理
所有
直接

100
兼任

3名
経営管理
資金の貸借

資金の貸付
(注)２ - 長 期

貸付金 745

資金の借入
(注)２ - 短 期

借入金 1,030

子 会 社

Watami 
Food 
Service 
Singapore 
Pte. Ltd.

4,397 飲食店の経営

所有
直接

99.9
間接

0.1

兼任
1名

経営管理
増資の引受

増資の引受
(注)５ 4,240 - -

10．関連当事者との取引に関する注記
⑴　役員及び個人主要株主等

（注）１. 出向者に関わる人件費は、出向元の給与を基準に双方協議のうえ、決定しております。
２. ㈱アレーテーとの取引で発生する支払保険料は、第三者との同等条件により決定しておりま

す。

⑵　子会社等

（注）　取引条件及び取引条件の決定方針等
１. 当社グループの残余資金の効率的な運用を行うためにキャッシュマネジメントシステム(Ｃ

ＭＳ)を導入し、連結子会社と金銭の消費貸借契約を締結し、当該残高を長期貸付金として
おります。取引金額については、2021年４月から2022年３月における平均残高を記載して
おります。

２. 当該資金借入及び貸付については、利率は市場金利を勘案して、合理的に決定しておりま
す。

３. 上記貸付金に対し、当事業年度において貸倒引当金618百万円を計上しております。
４. 上記貸付金に対し、当事業年度において貸倒引当金862百万円を計上しております。
５. 増資の引受は、Watami Food Service Singapore Pte. Ltd.が行った増資を全額引き受けた

ものです。
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⑴　１株当たり純資産額 84円33銭
⑵　１株当たり当期純損失 △64円19銭

11．１株当たり情報に関する注記

12．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

13．収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　10．収
益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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